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業務共通仕様書 

 

１ 目的 

  本業務委託は、五條市役所・奈良県五條総合庁舎（以下、「総合庁舎」という。）及び

敷地内の総合管理を、合理的かつ適切な方法により実施することで、総合庁舎の環境を

常に最適な状態に保つとともに、安全性、快適性、機能性を長期にわたり維持すること

を目的とする。 

 

２ 履行場所  

奈良県五條市岡口 1 丁目 3 番 1 号 

 

３ 総合庁舎概要 

 （1）庁舎棟：鉄筋コンクリート造・基礎免震構造、地上３階・地下１階、 

    延床９,４７６.２５㎡ 

 （2）付属棟 

   ・資材倉庫棟：鉄骨造、地上２階、延床４０３.７３㎡ 

   ・駐車場棟 ：鉄骨造、地上２階、延床５８８.５５㎡ 

   ・動物保護棟：鉄筋コンクリート造、地上２階、延床５７.６０㎡ 

 （3）にぎわい棟：木造、平屋建、延床２６８.６１㎡ 

 （4）敷地面積 ：２０,７１６.７２㎡ 

 （5）職員数  ：約４００名 

 

４ 履行期間 

  令和８年１１月１日～令和１１年１０月３１日までの３６か月とする。 

 

５ 契約条件 

 （1）この入札による契約は、地方自治法第２３４条の３の規定による長期継続契約で

あるため、本契約締結日の属する年度の翌年度以降において、五條市の歳出予算の

当該金額について減額又は削除があったときは、発注者は、この契約を変更又は解

除することができるものとする。 

 （2）支払は、１か月毎締めの翌月月末までに支払うものとする。 

 （3）受注者は、契約書及び本仕様書に基づき業務実施計画書を作成し、契約後速やか

に発注者に提出しなければならない。 

 

５ 基本事項 

 （1）本仕様書に記載されていない事項は、国土交通大臣官房官庁営繕部制定の「建築

保全業務共通仕様書（令和５年版）（以下「共通仕様書」という。) によるものとす

る。 



 （2）本仕様書及び「共通仕様書」に定めがない事項は、五條市役所 資産管理課（以下

「施設管理担当者」という。）と協議の上決定するものとする。 

 （3）業務報告書の作成に当たっては、原則として国土交通省大臣官房官庁営繕部計画

課保全指導室監修の「建築保全業務報告書作成の手引き（令和５年版）」によるもの

とするが、報告書類の様式については、施設管理担当者との協議により決定するも

のとする。 

 

６ 業務従事者の選定等 

 （1）従事者の選定 

   本業務は、市民、観光客等と接する業務が含まれていることから、その業務に必要

な能力に加え、常に業務に責任感を持ち、適切な接遇を行うことができ、誠実に勤務

する従事者を選定すること。 

   なお、庁舎管理上資格者の選任が必要な業務については、１０月末日までに資格者

を選任すること。 

 （2）従事者の届出 

   全ての従事者において、顔写真入りの名簿、資格証の写し及び雇用証明書等を発注

者へ届出すること。また、変更があった場合は速やかに変更の届出をすること。 

 （3）服装 

   全ての従事者において、業務内容に応じた制服及び名札等を着用し、従事者である

ことがすぐに認識できるようにすること。 

 （4）従事者の是正処置 

   従事者の業務水準、勤務態度等について、公務に支障を来たすおそれがあると判断

した場合は、従事者の交替その他受注者に必要な是正措置を求めることができる。 

その場合、従事者は速やかに対応し、発注者に結果を報告すること。 

 （5）従事者の適正配置 

   受注者は、本業務の円滑な遂行に必要と認める場合は、本仕様書に記載の配置ポス

トにかかわらず、適切な人員を配置すること。 

 

７ 施設・設備の使用等 

 （1）事務室等の貸与 

   清掃員室、守衛室、電話交換室及び総合案内を業務実施期間中は無償で貸与する。 

   なお、業務期間満了後は、現状復旧の上直ちに返却すること。現状復旧に要する費

用については受注者の負担とする。 

 （2）施設の使用等の留意事項 

   作業実施に際し、建築物、庁舎内の他の設備及び物品等に損害を及ぼすことのない

ように十分注意し、万一損害を与えた場合は直ちに施設管理担当者に報告すること。 

 

 



８ 使用器具・器材等 

 （1）持込備品等の自主管理 

   受注者が持ち込んだ備品等については、貸与備品等と区別できるようシール等で明

確な表示を行い、その一覧表を作成して管理すること。 

 （2）貸与備品等 

   業務従事者に貸与する事務室等において、施設管理担当者等があらかじめ設置して

いる備品等（机、椅子、ロッカー、外線連絡可能な固定電話等）については、業務実

施期間中、無償で貸与する。 

   なお、貸与備品等の使用に必要な電池等の消耗品については受注者の負担とする。 

   受注者は貸与備品等を善良なる管理者の注意をもって使用するものとし、万一破損

等が発生した場合には、速やかに施設管理担当者に報告すること。 

 

９ 再委託 

 （1）本業務の全部について、一括して第三者に再委託することは禁止とする。 

 （2）業務の一部を再委託する場合には、事前に発注者の承認を受けること。 

 （3）再委託業務については、再委託先が行う業務について受注者が監理し、全責任を

負うこと。 

 （4）再委託する場合であっても、従事者は本仕様書に定める事項を遵守すること。 

 

１０ 個人情報の保護 

 （1）受注者は、本業務の履行にあたり、奈良県個人情報保護条例及び五條市個人情報

保護条例を順守し、個人情報の漏洩、滅失、損傷及び改竄の防止その他個人情報の

適切な管理のために必要な措置を講じなければならない。 

 （2）受注者又はこの契約による業務の全部もしくは一部に従事している者もしくは従

事していた者は、業務に関して知り得た個人情報をみだりに他人へ知らせ、又は不

当な目的に使用してはならない。 

 

１１ コンプライアンスの徹底 

  受注者は従事者の管理者として、労働基準法等の労働関係法令等を順守するととも

に、責任をもって労働管理を行い、また高い倫理観と責任感に基づく業務の遂行に努め

ること。 

  そのために従事者に対して適切な研修、指導を行い、不正・不祥事の未然防止に努め

るとともに、問題点の早期発見に努めること。また、不正、不祥事となる事実が確認さ

れた場合は、速やかに発注者に報告するとともに受注者にて迅速に対処すること。 

 

１２ 安全衛生管理 

  受注者は、業務関係者に対して安全衛生及びその他の業務上必要な事項についての指

導及び教育を徹底すること。また、職員及び来庁者等の通行に支障が生じないよう留意



するとともに、機器を操作する際には十分に安全確認を行って事故をないようにするこ

と。万一、作業中に事故が発生した場合は、大小にかかわらず直ちに施設管理担当者に

報告すること。 

 

１３ 費用負担区分 

  本業務に係る費用負担区分は、各仕様書で定めるもののほか、次の通りとする。 

  その他本項に定めのない費用又は疑義が生じた場合については、発注者と受注者の協

議により定めることとする。 

 

項目 発注者 受注者 

業務に必要な電気、水道、ガス料金 〇  

制服、靴、名札等一式  〇 

従事者の事務室、机、椅子、ロッカー及び倉庫 〇  

事務用品（書類作成・パソコン、複写機、FAX 等を含む）  〇 

インターネットの開設費用（工事費を含む）及び使用料  〇 

発注者が貸与する電話機及び電話料 〇  

受注者が用意する電話機（携帯電話を含む）及び使用料  〇 

発注者の作成書類の誤りによるもの 〇  

受注者の作成書類の誤りによるもの  〇 

非常用発電機用燃料 〇  

空気調和設備のフィルター 〇  

定期点検、保守に必要な軽度な消耗品、材料、人件費等  〇 

警備宿直業務に必要な用具、無線機等  〇 

仮眠用寝具類等（ベッド、シーツ含む）  〇 

清掃業務に必要な用具、資機材、薬剤等  〇 

市指定ゴミ袋 〇  

ゴミ分別容器等備品 〇  

液体石鹸、トイレットペーパー等の消耗品  ○ 

業務の実施により受注者が排出する廃棄物の処理費用 〇  

植栽管理業務における除草処分費用 〇  

植栽管理業務に必要な用具、肥料等  〇 

 


